
                                  

 

 

地方分権推進計画（抄） 
 

 

平成10年５月29日 

閣 議 決 定  

 

 

 

第６ 地方公共団体の行政体制の整備・確立 

 

 １ 行政改革等の推進 

 

  (3) 人事交流と人材の育成 

 

   ア 国と地方公共団体との人事交流については、相互・対等交流の促進を原則として、 

交流ポストの長期固定化により生ずる弊害の排除に配慮しつつ、人事交流を進める

こととする。各省庁は、毎年度、それぞれ行われた人事交流の人数、相手先、ポス

トの実績をわかりやすい形で公表するものとする。また、地方公共団体に対して、

国に準じ、必要な措置を講ずるよう要請する。 

都道府県と市町村の間の人事交流についても、国と地方公共団体との人事交流と

同様の原則によるものとする。 


